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教職員常数改善と 義務教育費笆庠価、担制度堅持のた めの

政府予算に係 る意見書採択を求める 陳情書

陳倍售岨

学校現場では，新型コ ロナ ウイ ルス感染症対策に よる 教皇の消毒作業等ヤ貧困・ いじ

め・ 不登校な ど解決すべきｌｍが［ｎ積 しており ，子 ども たち のゆたかな学びを実現するた

めの教材研究や授業準備の時間 を十分に確保する こと が困難な状況 とな って いま す。 ゆた

かな学びや学枚の働き 方改革を 実‾氛す るた めに は， 加配の増員や夕数職種の髱置増 など教

職員定数改善が万万嫣大です。

３ブｊに改止義務標準告が成立 し， 小学校の学級編制標準が学年進行に より 縦階的に ３５

人に稘き 下げ られます。今後， 小学校だけに留ま るのではなく ，中学校での ３５ 人学級の

旱期実施が必簇です。 また，よ りき め紬かな教育をするた めに は， さら に少人数での学級

の実現がンド ‾胝丁欠です。

一方，厳 しい財政状況の中，独 白財源に より 人的措置等を行っ てい る自 治体 もあ ります

が， 自治体愾の教育格差が生じ ろこ とは大き なぼ題です。 義務教育費蕊米呶担制度につい

ては，「三位一体改革」の 中で ２０ ０６ 年度に国本員祖率が２ 分の 工か ら３ 分の １に稘き

下げ られまし た。 ［罰 の施策と して 定数改善に魁けた財源Ｗこ障を し， 子ど もた らが ゴ庖国のど

こに往んでい ても ，一定水準の教育 を受 けら れる こと が憲法上 の］簇請です。ゆ たかな子ど

もの学びを保障するための条件整備は不‾弓矢です。

こう した観点から ，政府予算編成におい て下記の 陳情本爆が実現さ れる よう ，地方自治

悵第 ９９ 条の規定にも とづ き国 の関イ鼻機Ｍへの意只書提芭を 陳情いた しま す。

陳情事項

１．　 中学校での３ ５人学級を旱息に実施する こと 。ま た， さら なる 侫人数学級について

検討する こと。

２．　 学校の働 きＴち改革・ 長時間労働是工を実現する ため，加髱の増員やヅ数識Ｗの配置

増な ど教職員定数改善を推進するこ と。

３．　 教育の機会均等と 水準の維持［白］ 工を はか るた め， 地方財政を確保した上で義務教育

費国庫負担制度を堅持する こと。
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ひた ちなか市議会議長　鈴木　一成

教職員完＿数改善と義務教育費陽本員担巾』炭堅持のための政府予算に翳る意見書　 （案）

学校現場では，新型コ ロナウイルス感染症筒策による教皇の消毒作業等や貧困・ いじめ・ 不を

位な ど解決すべき課題が山積してお り， 子どもたちの ゆたかな学びを実現するための教材研究や

授業準備の時間を十分に確保するこ とが困難な状況と なっています。ゆたかな学びや学校の働き

方改革を実現するためには，加髱の増員や少蓼，職Ｗの配置増など教職員常数蝮善が陽夙欠です。

３１ に改工Ｅ義務標準毎が成立 し， ／ｊヽ学校の学級編制標準が学年進行により 段階的に ３５ 人にづ｜

き下げられます。 今後，小学枚だけに留まるのではな く， 中学校での３ ５人学級の早期実施が必

回です。 また，よ りき め細かな教育をするために は， さら に侫人数での学級の実現が‾葵‾隰欠で

す。

一方，厳しい財政状況の中，独 自財源に より 人的措置等を行っている自 治体もあ りますが，自

治体『萵の教育格差が生じろこ とは大き な問題です。 義務教古獸ス章負担制度については，「ミ位一

体改革」 の中で２ ００ ６年度に国庫負担率が ２分の］。か ら３ 分の １に ち＼ き下げられま した。国の

施策 として定教改善にむけた財源保障を し， 子どもたちが全回のど 二に往んでいても ，一定水準

の教育を受け られるこ とが憲法上の要請です。ゆたかな子 ども の学びを保障するための条件整備

は不可欠です。

よっ て， 目今Ｒび政府におかれては，地方教育行政の実情を十分に訖識され，地方自 治体が計

‾獸的に教育行政を九める こと ができる よう に下笆の措置を講じられる よう 強く 要請 します。

１

２

３

記

中学校で の３ ５人学級 を旱悟，に実施す るこ と。 また ，さ らな る侫人数学級 につ いて

検討する こと。

学校の働き方改革 ・長覬『萵労働是ｊＥを実現するため， 加配の増員や夕教職Ｗの髱置

増な ど教職員定数改善を推胤す るこ と。

教育の機会均等と 水準の維持向上をはかるた め， 地方財政を確保した上で義務教育

背国庫負担制度を堅持する こと。

八上厂七回自治法第９ ９粂の規定により 意見書を提鴇いた します。
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ひたちなか市議会 

議長 大 谷   隆 殿 

 

文教福祉委員会 

委員長 雨 澤   正 

 

 

閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）福祉行政について 

（２）教育行政について 

 

 


